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業務方法書

（目的）

第１条 この業務方法書は、住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業費

補助金（高効率給湯器導入支援事業）交付要綱（平成１５・０３・１１財資第５１

号。以下「要綱」という。）第２１条に基づき、一般社団法人都市ガス振興センタ

ー（以下「センター」という。）が行う住宅・建築物高効率エネルギーシステム導

入促進事業費補助金（高効率給湯器導入支援事業）（都市ガスを燃料とする潜熱回

収型給湯器）（以下「補助金」という。）の交付の手続き等を定め、もってその業

務の適正かつ確実な処理を図ることを目的とする。

（適用）

第２条 センターが行う補助金の交付は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）並びに要綱に定めるところによるほ

か、この業務方法書の定めるところによる。

（交付の対象）

第３条 センターは、センターが指定した高効率給湯器（都市ガスを燃料とする潜熱

回収型給湯器）（以下「補助対象給湯器」という。）を導入する事業（以下「補助

事業」という。）の実施に必要な経費のうち、別表（１）に掲げる補助金交付の対

象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の費目について、別表（２）に掲

げる基準額を超える機器を購入した場合、予算の範囲内で当該補助事業を行う者（

以下「補助事業者」という。）に対し、当該補助対象経費の一部に充てるため補助

金を交付する。

２ 前項に定める機器の指定は、高効率給湯器製造事業者等（以下「製造事業者等」

という。）からの申請に基づき、センターが行うものとする。

３ 補助対象給湯器は、潜熱を回収するための熱交換器を備えており熱効率が９０パ

ーセント以上の機器とする。

（補助金の額）

第４条 前条第１項に規定する補助金の額は定額とし、金額については別表（３）に

定める。

（申請者の募集及び申請者の定義）

第５条 センターは、予算の範囲内において申請者を募集する。

２ 前項の申請者とは、住宅及び建築物に補助対象給湯器を導入、設置する者をいう。



（申請者の申込み）

第６条 申請者は、補助金の申込みをしようとするときは、様式第１による補助金申

込書に、必要に応じてセンターが指示した書類を添付して、センターに提出しなけ

ればならない。なお、申請者が第三者とリース契約等を締結し対象設備を貸し付け

る場合については、対象設備に関する共同申請同意書を添付して、センターに提出

しなければならない。

２ 申請者は、別に定める募集の期間内に、センターに補助金の申込みをしなければ

ならない。

（申請者の申込みの受付）

第７条 センターは、補助金申込書がセンターに到着した日を受付日とし、当該申込

書の受付を行うものとする。

２ センターは、補助金申込書が適正であると認めたときは、様式第２による補助金

申込受理通知書により申請者に通知し、適正でないと認めたときは、理由を付して

不受理とした旨を申請者に通知するものとする。

３ センターは、前項の補助金申込受理通知に際して、必要に応じ、条件を付するこ

とができるものとする。

（設置工事の着工等）

第８条 申請者は、第７条第２項に規定する受理通知を受けた後でなければ、補助対

象給湯器の設置工事（以下「設置工事」という。）を着工することができない。

２ 申請者は、別に定める期日までに設置工事を完了しなければならない。

（計画変更の承認）

第９条 申請者は、補助対象給湯器の設置工事の内容を変更するときは、あらかじめ

様式第３による計画変更承認申請書をセンターに提出し、その承認を受けなければ

ならない。

２ センターは、前項に規定する計画変更承認申請書の内容が適正であると認めたと

きは、その旨を様式第４による計画変更承認通知書により、申請者に通知するもの

とする。

３ センターは、前項の通知に際して、必要に応じ、条件を付することができるもの

とする。

（遅延等の報告等）

第１０条 申請者は、設置工事を予定の期間内に完了することができないと見込まれ

る場合、又は設置工事の遂行が困難となった場合は、速やかに様式第５による遅延

等報告書をセンターに提出し、その指示を受けなければならない。

２ センターは、前項の指示に際して、必要に応じ、条件を付することができるもの

とする。

（申請者の交付の申請及び設置工事完了の報告）

第１１条 申請者は、補助対象給湯器の設置工事を完了したときは、別に定める期日



までに様式第６による補助金交付申請書（兼設置工事完了報告書 兼取得財産等明

細表）に次の各号に掲げる書面を添付してセンターに提出しなければならない。な

お、申請者が第三者とリース契約等を締結し対象設備を貸し付ける場合については、

対象設備に関するリース契約書の写し及び対象設備に関するリース料計算書及びリ

ース料から補助金相当分が減額されていることを証明できる書類を添付して、セン

ターに提出しなければならない。

（１）補助対象給湯器の設置状態を示す写真

（２）補助対象給湯器の保証書の写し（機種名、日付等の記載があるもの。）又はこ

れと同等の物。

（３）センターが指定する住所確認書類

個人にあっては、住民票原本又はその写し（発行日が当該年度の補助金募集開

始日以後のもの。）又は運転免許証の写し（有効期限内のもの。氏名、住所等に

変更等がある場合は裏面の写しも添付すること。）等とする。

法人にあっては、全部事項証明書又は登記簿謄本又は抄本又はそれらの写し（

発行日が当該年度の補助金募集開始日以後のもの。）、官公庁から発行・発給さ

れた書類又はその写し（有効期限内もしくは発行日が当該年度の補助金募集開始

日以後のもの。）等とする。

記載の氏名は申請者と同一のこと。記載住所は補助対象給湯器の設置場所と同

一のこと。それが異なる場合は、申請者が補助対象給湯器を常時使用できること

を証する書類等の写しを添付すること。

２ 申請者は、第１７条第１項の規定に基づき依頼をした場合は、別に定める期日ま

でに様式第７による設置工事完了確認書をセンターに提出しなければならない。

（交付の決定）

第１２条 センターは、第１１条第１項の規定による補助金交付申請書（兼設置工事

完了報告書 兼取得財産等明細表）及び第１１条第２項の規定による設置工事完了

確認書の提出があったときは設置工事が完了した事の審査を行った後、補助金を交

付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行い、様式第８によ

る交付決定通知書により、申請者に通知するものとする。

２ センターは、前項の通知に際して、必要に応じ、条件を付することができるもの

とする。

３ センターは、補助金の交付が適当でないと認めたときは、その旨を申請者に通知

するものとする。

（交付の条件）

第１３条 センターは、補助金の交付の決定をする場合において、次に掲げる事項に

つき条件を付するものとする。

（１）補助事業者は、センターが補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るため

に、必要に応じて、報告を求め、又は現地調査等を行おうとするときは遅滞なく

これに応ずべきこと。

（２）補助事業者は、センターが第１８条第１項の規定による補助金の交付の決定の

全部又は一部を取消したときは、これに従うべきこと。



（３）補助事業者は、センターが第１８条第３項の規定による補助金の全部又は一部

の返還を請求したときは、センターが指定する期日までに返還するとともに、第

１８条第４項の規定に基づき加算金を併せて納付すべきこと。この場合において

当該期日までに返還しなかったときは、第１８条第５項の規定に基づき延滞金を

納付すべきこと。

（４）補助事業者は、補助事業の実施により取得し、又は効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数（以下「法定耐用年数」とい

う。）の期間において善良なる管理者の注意をもって管理し、その管理に係る台

帳を備え、その管理状況を明らかにしておくとともに、取得財産等を処分しよう

とするときは、あらかじめ様式第１２による財産処分承認申請書をセンターに提

出し、その承認を受けるべきこと。

（５）補助事業者は、第２１条第１項の規定に基づき取得財産等を処分した場合にお

いて、センターからの請求があったときは、交付を受けた補助金の全部又は一部

を返還すべきこと。

（６）補助事業者は、第１２条第１項の規定に基づく当該交付の決定に係る申請を取

下げようとするときは、センターに報告すべきこと。

（申請の取下げ）

第１４条 第１２条第１項の規定による交付決定の通知を受けた者は、当該通知に係

る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、当該申請を取

下げようとするときは、当該通知を受けた日から１０日以内に様式第９による交付

申請取下げ届出書をセンターに提出しなければならない。

（補助金の額の確定等）

第１５条 センターは、第１１条第 1 項の規定による補助金交付申請書（兼設置工事

完了報告書 兼取得財産等明細表）及び第１１条第２項の規定による設置工事完了

確認書を受理後、当該報告に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等に

より、交付すべき補助金の額を確定し、様式第１０による補助金の額の確定通知書

により、補助事業者に速やかに通知するものとする。

（補助金の支払）

第１６条 センターは、第１５条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、

これをとりまとめ、経済産業大臣に対し、当該補助金に係わる補助金の支払いを請

求し、支払いを受けた後遅滞なく補助事業者に補助金を支払うものとする。

（手続代行者）

第１７条 第５条第２項に規定する申請者は、第６条の補助金申込書、第９条第１項

の計画変更承認申請書、第１０条第１項の遅延等報告書、第１１条第１項の補助金

交付申請書（兼設置工事完了報告書 兼取得財産等明細表）、第１４条の交付申請

取下げ届出書、の手続きの代行について、補助対象給湯器の販売等をする者（以下

「手続代行者」という。）に対して依頼することができるものとする。



２ 手続代行者が前項において依頼された手続きを代行する場合は、補助対象給湯器

に都市ガスを供給するガス供給事業者と連名で行わなければならない。

３ 手続代行者は、依頼された手続きを誠意をもって実施し、ガス供給事業者はその

適正を確認するものとする。また本手続きの代行を通じて申請者に関して得た情報

は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に従って取扱うもの

とする。

４ センターは、手続代行者及びガス供給事業者が第１項に規定する手続きを偽りそ

の他不正の手段により行った疑いがある場合は、必要に応じて調査を実施し、不正

行為が認められたときは、センターの所管する契約の全部又は一部について一定期

間指名等の対象外とすること、センターの取扱うすべての補助金について一定期間

の交付及び手続代行を停止すること、並びに当該手続代行者及びガス供給事業者の

名称及び不正の内容を公表することができるものとする。

（交付決定の取消し等）

第１８条 センターは、次の各号の一に該当すると認められる場合は、第１２条第１

項の規定による補助金の交付の決定の全部又は一部を取消し、又はこの交付の決定

の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。

（１）補助事業者が、法令、本業務方法書、業務細則又はそれらに基づくセンターの

処分若しくは指示に違反した場合。

（２）補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合。

（３）補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合。

２ 前項の規定は、第１５条に規定する補助金の額の確定があった後においても適用

があるものとする。

３ センターは、第１項の規定による取消しを行った場合において、当該取消しに関

し、既に補助金を交付しているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の

返還を命ずるものとし、補助事業者はその指示に従わなければならない。

４ センターは、前項の返還を請求するときは、当該補助金の受領の日から納付の日

までの日数に応じて、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については、既納付額を控除した額）につき年利１０．９５パーセントの割合

で計算した加算金を併せて当該補助事業者から徴収するものとする。

５ 第３項に基づく補助金の返還については、同項により付された期限内に納付がな

い場合は、返還の期日の翌日から納付の日までの日数に応じて、その未納に係る金

額につき年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を併せて補助事業者か

ら徴収するものとする。

（センターによる調査等）

第１９条 センターは、補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るために、必要

に応じて、補助事業者、手続代行者、ガス供給事業者等に対して報告を求め、又は

現地調査等を行うことができるものとする。

（取得財産等の管理等）

第２０条 補助事業者は、取得財産等について、様式第１１による取得財産等管理台



帳を備え、補助事業の完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理すると

ともに、補助金の交付の目的に従って、その適正な運用を図らなければならない。

この場合において、補助事業者は、天災地変その他の補助事業者の責に帰すること

のできない理由により、取得財産等が毀損され、又は滅失したときは、その旨をセ

ンターに届け出なければならない。

（取得財産等の処分の制限等）

第２１条 補助事業者は、取得財産等の法定耐用年数の期間内において、当該取得財

産等を処分しようとするときは、あらかじめ様式第１２による財産処分承認申請書

をセンターに提出し、その承認を受けなければならない。

２ 補助事業者は、前項の規定により承認を受けて当該取得財産等を処分した場合に

おいて、センターの請求があったときは、交付を受けた補助金の全部又は一部を返

還しなければならない。

３ 前項の補助金の返還については、第１８条第５項の規定を準用する。

（補助事業の経理等）

第２２条 補助事業者は、補助事業の経理についての帳簿を備え、補助事業以外の経

理と明確に区分した上、補助事業の収入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明

らかにしておかなければならない。

２ 前項の支出額について、その支出内容を証する書類を整理して、前項の帳簿とと

もに補助事業の完了した日又は補助事業の廃止の承認があった日の属するセンター

の会計年度が終了した後５年間保存しなければならない。

（その他の必要な事項）

第２３条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、センターが別にこれを定める。

附則

この業務方法書は、平成２２年４月１日から適用する。



別表（１）補助対象経費の費目

別表（２）基準額

基準額（円） 

１０５，０００

別表（３）補助金額

機器費（円） 

２０，０００

費目 内容 補助率

機器費 都市ガスを燃料とする潜熱回収型給湯器本体

に係る機器購入費用（消費税及び地方消費税

を除く）の一部

定額


